様式第１号（第３条関係）
瑞穂市公私連携保育法人指定申請書
　　年　　月　　日　
（宛先）瑞穂市長

申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　を運営する公私連携保育法人として指定を受けたいので、児童福祉法第56条の８第１項の規定により、下記のとおり必要書類を添付し申請します。

記
１　公私連携型保育所等職員計画書（別添１）
２　保育所職員体制調書（別添２）
３　所長予定者の経歴書（別添３）
４　公私連携型保育所等保育計画書（別添４）
５　瑞穂市公私連携保育法人の指定申請に係る誓約書（別添５）
６　保育所監査指摘事項調書（別添６）
７　法人に関する調書
８　その他市長が必要と認める書類(※別紙)
（※別紙）
８　その他市長が必要と認める書類
●各２０部（正本１部、副本としてモノクロ印刷で１９部）
　　・法人の概要説明書

　　・就業規則・給与規定（退職手当含む）・給与表

　　・理事・監事の履歴書

　　・法人の決算関係財務諸表（令和元・２・３年度分）

　　・所管庁の法人指導監査結果報告書及び認可保育所を運営している法人にあっては、所管庁の保育所指導監査結果報告書（過去３年度分）※６に併せて提出
　　・法人の令和４年度予算書
　　・令和７年度年度移管保育所の予算見込書

　　・資金計画書（既設の法人にあっては運用財産にかかる資金計画が、新設の法人にあっては、基本財産、運用財産にかかる資金計画がそれぞれ明記されたもので様式は問わない。）

　　・園舎及び保育所等の配置計画図
●各１部（正本のみ、副本不要）
　　・法人登記簿の写し

　　・定款の写し

　　・年間運営費の１２分の１以上を確保するにあたって、その資金を証する書（残高証明など）
　　・法人市町村民税を完納した旨を明記した証明書

・現在運営する施設等のパンフレットなど

　　

